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　1.はじめに
　高度経済成長期も後期になると，日本の企業経営もかなり近代化の道を
歩み，大きく経済的な成長を示した。そして，「日本的経営」というと，
日本の社会経済ならびに文化的諸条件からみて，まことに合理的であると
考えられ，世界的に高い評価を受けるに到った。
　しかし，それはけっして，長続きはしなかった。バブルが崩壊して，長
期の不況から脱しえない今日，「日本的経営」は崩壊の道を歩んでいると
いうのがマスコミの通説である。多くの大企業においては高年齢層に過剰
人員を抱え込み，企業の活性化を失い，従業員の労働意欲の減退に悩んで
いる。
　この点，中小企業においては，上層といわれるところでも，バブルの時
期に思うように人の採用が困難であったため，過剰人員の被害は相対的に
少なかったが，下請企業の場合は親企業が不振の際には，受注額が減少し
経営危機に見舞われている企業が数多くみられるものと推測しうる。
　われわれは高度経済成長後期に，経営状態の良好なＡ，Ｍ両社の調査に
従事し，その成果を前著1）に発表したが，その後かなりの年数を経過した
ので，前者は18年ぶり，後者は12年ぶりに訪問して，実態を調べ，この間
の変遷について推測し，今日の時点からみて，高度経済成長後期の労務管
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理がいかなる意味をもっているかを考察した。調査はＡ社は平成10年７月，
Ｍ社は６月から８月にかけて実施された。
　２．Ａ社労務管理の実態
　28年ぶりに訪れたＡ社は企業名も変わり，所在地も平成２年に新しい工
業団地に移り，敷地面積は，かつての約3.5倍となり，輸送効率は向上し，
工場も拡張した。資本金は１億2,000万円となったが，従業員数は一時200
人を超えたこともあったものの，現在では，自然退職のほか，９年12月の
希望退職者募集に伴う10人の退職等によって, 117人に迄減少した。しか
し，現在の操業度は約70％であり，採算面からみて，まだ，10人程度の過
剰人員を抱えている模様である。なお，全生産額のほぼ10％を25－6社ほ
どの下請会社に依存している。本年６月現在の年齢構成は，20歳未満，７
人, 20―24歳，16人, 25―29歳，16人, 30―34歳，４人, 35―39歳，６人，
４0一44歳，８人, 45―49歳，11人，５0一54歳，24人, 55―59歳，21人，60
歳代，４人となっており，定年（60歳）間際の人が多く，かなり，高齢化
が進んでいる。このため，若年層の採用が必要なのであるが，当社の製品
需要に対する予測が困難なため，人を増加させるかどうかは，目下のとこ
ろ摸索中である。
　ちなみに，本年４月には，高校卒６人，短大卒２人，大学卒２人を採用
している。当社の生産は，高度経済成長後期と同様，ほとんどが受注生産
であり，自主製品が乏しく, M, N両社の下請企業としての性格が強く，
国内及び東南アジアの不況の影響により，両社からの受注が激減し，厳し
い経営環境におかれている。
　製品は依然として，自動車，建設車両，鉄道車両等，車両関係の歯車が
圧倒的に多いが，このほか，様々の原動力の核となるコンポーネント製品
も製造されてはいる。
　当社の組織図及び人員は第１図のとおりであり，技術革新に伴って，技
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第１図　組織図（平成10年７月）
術部が独立した点を除くと，大幅の改革はない。
　当社においては，資格制度が採用されており，中学卒は１級，高校卒は
２級，大学卒は３級から出発する。そして，勤続年数及び人事考課の結果
に基づいて昇級が行われるが，５級が最後であり，そこに到達するには，
大学出で普通７年の年月を要する。係長になるには，５級にならなければ
ならない。
　高度経済成長後期におけるＡ社の賃金管理については，前著において，
詳述したように，賃金水準は同規模他社に比べて高かったが，賃金形態は
名称と内容とが，完全に遊離していた。要するに，全賃金額の大部分を占
める職務，能率給という賃金形態は，通常の企業で支払われている職務給
でもなければ，能率給でもなく，人事考課の結果を自動的に反映させたも
のであった。しかも，人事考課そのものは，きびしく実施されていたにも
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かからわず，昇給額の格差はきわめて少なく，結果的には年功序列型の賃
金形態であった。
　28年ぶりに訪れた当社の賃金制度は，今もって高度経済成長後期の遺産
をほとんどそのまま，継承しており，人事考課の内容はまったく変わらず2)，
昇給の方法も人事考課の点数から換算点を算出し，点数順に順位づけをす
るものであり，高度成長期とまったく不変であった。
　現在，当社の基準内賃金は，基準給，役付給及び精勤手当よりなってい
る。そして，基準給は基本給，職務給及び能率給により構成され，職務給
及び能率給の比率は80％強であり，この両者は同額なのである。こうして
みると，かつて職務，能率給と呼ばれていた賃金形態が，職務給と能率給
とに二分されただけであり，実質的には過去も現在も同一なのである。ち
なみに，基本給は退職金の基礎となるもので，高校卒で10,500円，最高で
13,000円にすぎない。役付給は部長，35,000円，次長, 30,000円，課
　　　　　　　　　第１表　年齢別，性別，平均所定内給与　　　　　（千円)
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長, 25,000円，係長, 6,000円である。賃金額の詳細は聴取不能であった
が，月給総額は，高校卒が158,000円，30歳で約30万円，40歳で約35万円，
45歳で約37万円であり，第１表と比べて，けっして，高いとはいえない。
賞与は出勤率を重視して決定されるが，最近は平均して年４ヵ月分支給さ
れている。
　勤務時間は，Ａ，午前８時一午後５時，Ｂ，午後１時－10時，Ｃ，午後
10時一午前６時の３つのパターンからなっており，Ａ勤務者は３週に１度
の割合で，Ｃ勤務に従事する。Ｂ勤務者は４－５人である。昭和41年に交
代性勤務を実施したことが，企業の成長に大きく貢献したことは前著で詳
述したが，生活水準の向上に伴って，これを否定する者が漸増するという
自主的判断から一時期，この制度を廃止したことがあった。しかし，その
ため生産が受注においつかず，１年もたたぬうちに労働組合との交渉によ
って，交代制勤務を復元し，今日に到っている。全金連合に参加している
労働組合との経営協議会は月１回，定期的に開催されている。
　前著で述べたように，かつて，当社の機構は５部門に分かれており，賃
金も各工程ごとに決められており，職務が確立していた。こうしたことも
あって，作業員は職人気質の持ち主が多かったが，現在では，技術革新の
結果，職務の内容が単調化し，彼らの意識構造も変貌を遂げてきたのであ
るが，一つの技能に精進させていくという傾向は，今日でも不変なのであ
る。技術の革新はかなり進み，歯切工等は機械につききりということはな
く，１人で５台の機械を操作している。作業員の技能は，職場によって異
なるが，概していうと，３ヵ月一１年が見習期間であり，３年で一応の技
能が体得できるが，完全な熟練工になるには，10年を要する。
　われわれは日本型経営の特質として，職務の柔軟性をあげているが，こ
の点において，当社の経営方針は独特なのである。むろん，そこにはそれ
相応の理由があったのであるが，既製の製品に対する需要が増加し続けら
れた時代はともかく，近年のように製品受注量が激減する時代になると。
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受注先の開発と製品の多角化を迫られ，このため，多能工が必要となる。
こうした点については，企業も充分自覚しており，研究開発にむかって努
力する傍ら，多能工化を目指した教育を実施してはいるのだが，まだ，体
系化されるまでには到ってはおらず，今後の重要な課題となっている。Ｑ
Ｃサークルはかつては，真剣に実施していたが，近年においては，若者の
関心をたかめることが難しく，沈滞化している。
　福利厚生としては，年２回の旅行が挙げられるが，従業員の参加率はか
ろうじて, 50%を超えている程度であり，若年層の参加者はとくに少ない。
　3.高度経済成長後期におけるＡ社労務管理の意義
　当社の賃金制度は，労働組合の要求に基づくところが大きかったが，能
力主義管理の必要性が叫ばれだした当時からして，いかにも異質的な感じ
を免れ得ないものであった。しかし，中小企業であっても，企業規模が拡
大し，企業の基礎が安定するにつれて，大企業の賃金制度を模倣するのが
一般の傾向に違いない。本来，遺産として継承しうるものは，合理的のも
のに限定されるであろう。そうであるとすると，当社の賃金管理は合理的
であるというべきなのであろうか。当社の経営者によると，現行の人事考
課は項目が多すぎるし，段階の数もまた多すぎる。その上，監督者に対す
る人事考課の教育も充分に行われていない。また，企業環境の厳しさの故
に，能力主義的な賃金管理の必要性を痛感しているというのである。それ
ゆえ，当社における賃金管理の遺産は，経営者の目からみても，非合理的
な遺産であり，継承すべからざる遺産であった。しかし，継承すべからざ
る遺産が，今日まで継承され続けられてきたということは，われわれに多
くのことを考えさせずにはおかない。
　つまり，企業が成長し，賃金額が相対的に高く，しかも，賃金の決定方
式が従業員に「公平感」を意識させている際には，賃金管理のもつ矛盾は
顕在化しない場合が多いのではなかろうか。もっとも労働組合の執行委員
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が能力主義的賃金管理の実現を要求していれば，事情は異なってくるであ
ろうが，当社では，まったく逆なのである3)。したがって，当社の経営者，
労務担当者は賃金管理の矛盾を意識はしているものの，現状に安住し，そ
の改善を放置していたということになるのであろう。
　しかし，別の観点からみると，時代が変わり，社会が変わったにもかか
らわず，当社の賃金制度が不変であったということは，それ相応の合理性
をもっていたということもできるのであろう。中小企業であっても，設計
から材料調達，切削，熱処理，研削，組立，品質確認検査，梱包，発送を
一貫して実施し，技術の優秀性をもって知られ，賃金水準も相対的に高く，
人間関係も良好であれば，従業員の多くは，企業に対して強い帰属意識を
もち，その結果，非合理的な賃金制度をも是認するのではなかろうか。こ
うした点からみていくと，きわめて細分化され，複雑化した賃金制度より
もむしろ，当社のような単純な賃金制度の方が，むしろ合理的であるとも
いえるのである。賃金制度は複雑化していくと，一人歩きし，ますます，
複雑の度を加え，結果的には，かえって非合理的的となるケースが，しば
しばみられる。
　したがって，高度成長期の遺産が今日まで継承され続けられてきたこと
は，かならずしも，非合理的であったとは，いいきれない。
　しかし，当社の現在は製品納入先企業の経営不振により，受注額が激減
し，賃金水準も高くはなくなり，さらにまた，過剰人員をかかえている。
そして，業界においてはともかく，地元においては，かならずしも，優良
企業とはいわれなくなってきている。このような時期においては，やはり，
何らかの方法による賃金制度の改革が必要なのではあるまいか。しかし，
当社の強みは何といっても，製品の優秀性であり，その基礎は，初代の社
長が優秀な歯切工出身であり，高度経済成長期に労使協議会を結成し，新
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鋭高度の機械を導入し，交代勤務を実施したことにあった。そして，その
後も技術は一層の進歩を遂げるにいたったが，この点はすべて高度成長期
の遺産だったのである。
　だが，他面において，受注先をほとんど２社に依存し，かつ自社製品の
生産を積極的に推し進めようとしなかったこともまた，高度成長期の遺産
であり，この点は今日の時点においては，大きな弱点となっている。
　４．Ｍ社労務管理の現状
　Ｍ社は資本金は依然として，１億5,000万円であり，従業員数は361人と
なり，高度経済成長後期に比べて約10％の減少を示した。
　わが国経済の高度成長も，48年秋の石油ショックを契機として，終りを
つげた感があり，印刷業界においても，50年における総売上高は，前年に
比して，実質的には30％近く減少したといわれている。Ｍ社においてもそ
の例にもれず，50年の売上高は，前年に比して15.8％減少し，経常利益は
91.1％も減少するに到った。この点は，レコード業界の申し合わせにより
レコード・ジャケットのダブル，シングルの比率が７対３から，50年度よ
り３対７へと逆転したことが大きな原因となっている。これがため，当社
の労働配分率は，47年以前は６割以下であったが，50年には72.2％へと上
昇するに到った。
　こうした事情を反映して，かつては，求人難のため当社の欲する新学卒
者のみでは必要人員を充足しえなかったにもかかわらず，ついには過剰人
員をかかえるようになり，50年１月および２月には，希望退職をつのらざ
るをえなくなった。もっとも当社では，社長と組合執行部との間のコミュ
ニケーションが，常日頃からとられていた関係から，組合の反対を受ける
ことなく，実施しえたのであるが，希望退職者は嘱託から10名，社員から
20名の申し出があり，一応，当社の意図していただけの人員を削減しえた
のである。ただし，能力や勤務態度からみて，退職されては困るものも。
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そのなかに10名程度いた模様である。このように種々の努力を重ねながら，
人を採用し，彼らの能力育成に努めた当社であったが，その努力をみずか
ら水泡に帰せしめる結果となった。また，当社では，受注量が減少したた
め，生産が低下したにもかかわらず，依然として事故は多く，その金額は
50年度においては，前年に比して18.8％の増加をみせた。
　以上のように，オイルショックに基づく打撃は大きかったが，その後は
順調な企業活動を展開し続けた。しかし，やはりバブル崩壊に伴う長期不
況の影響もまた厳しく，新市場開拓やオリジナル・パッケージの販売等に
営業力を強化した結果，売上高は始めて100億円を突破したものの，経常
利益では，前年に比べて, 46%の減少をみるに到った。
　当社の営業品目はＡＶ関連, 73%,商業印刷, 22%,出版及びマルティ
メディア関連，５％となっている。かつて当社の製品はレコード関連が
70％を占めていたが，レコードは10年前に製造が廃止となり，これに代わ
って製造されるようになったものがＣＤ，ＬＤであり，近年においては新
たにＤＶＤの出現となった。これらＡＶ関連の製品は多種少量生産のため，
大企業の進出はなく，このため，当社の市場占有率は30数％に達し，業界
でトップの座にある。しかし，低収益のため，商業印刷の増大を意図して
いたのだが，この部門は大企業の壁が固く，実現は必ずしも成功しなかっ
た。けれども，今やパソコンの需要が激増する時代となってきたため，
ＳＧＭＬ文書，ＣＤ－ＲＯＭ，ホームページ等の企画，制作，販売等のマ
ルティメディア関連部門への進出を始めており，今後はこの部門の生産が
激増する可能性は高く，企業の未来は明るい。ちなみに，当社は, 2 ― 3
年後には，株式を上場する予定のようであり，単なる印刷会社ではなく，
印刷を基盤にした総合情報会社を目指しているとのことである。
　さて，当社の組織図を第２図に，部門別人員構成を第２表に掲げよう。
これをみて容易に気づくことは，営業部門の増員と製版部にデジタル制作
課及び画像処理課が新設されたことである。印刷の前工程に従事する本社
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第２図　組織図（平成10年５月）
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第２表　部門別人員数
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工場の作業員は，工場労働者というよりも，コンピューター技術者という
感じであり，コンピューターの数は工程管理用を除いて100セットをこ
え，10年前から始まり，２－３年前にほぼ確立した技術革新の激しさを雄
弁に物語っている。そしてこのため，印刷，加工という後工程に従事して
いた人たちの熟練は本社工場からからは消え失せ，本社から車で約１時間
半の距離にあるＧ工場に移譲された。昭和47年操業のＧ工場従業員は，現
在は４人の管理者を除くと，すべて現地採用であり，場所柄からみて人の
採用が容易である。
　前工程では，コンピューターによって，版を造るデジタル製版がすべて
であり，手の器用さや色彩感覚の鋭さやコンピューターの熟練度がストレ
ートに反映され，自己の目によって自己の製品を確かめることができ，創
造の喜びを抱くことが可能となる。この点において，労働意欲はは高水準
に保たれ易いのである。
　当社従業員の年齢構成は，第３表のとおりであり，高度経済成長期に比
べると，かなり構造を異にするに到り，壷型に近くなっている。 34歳から
47歳にかけて人員の少ない点は，オイルショックの打撃を物語っている。
近年の採用にかんしては，長期不況にともない，大企業の求人数が減少し
た結果，当社への求職者が増加し，新入社員の質は向上している如くであ
る。当社はもともと能力主義管理を標榜していたが，時代の制約もあって，
結果的には，年功主義管理の傾向の方が強かった。しかし，マルティメデ
ィア関連への進出にともない，能力主義管理の重要性を強く意識するよう
になり，２年前に経営コンサルタントの助力をえて，賃金制度の改革を手
がけた。
　賃金制度改革に当たって，１等級から９等級に到る詳細な職能基準を設
けた。初任資格は大学卒が３等級，短大，高専卒が２等級，高校卒が１等
級であり，中途採用者は経歴，能力を基礎とし，在籍者との均衡を総合勘
案することとした。また，主任は４等級以上，係長は６等級以上，課長。
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副課長は７等級以上，副部長は８等級以上，部長は９等級以上の資格者よ
り任命することとした。なお，職能資格等級フレームは第４表の示すとお
りであり，在資格年数や対応年齢の差が等級が上がるにしたがって，顕著
になっていく点が印象深い。
　ところで，各等級には，数多くの号俸が設けられている。　１等級から８
等級までは，１号俸から55号俸，９等級は80号俸より上まである。そのう
ち，各等級各号俸の職能給額（一部）を第１表に掲げておく。また，資格
手当，役職手当を第６表に掲げる。
さて，毎年の昇給は第７表に示された人事考課の結果によるのであり，人
事考課は態度考課と能力考課に２分され，そして，考課の標語はＡからＦ
まであり，１度に５号昇給する者もあれば，まったく昇給しない者も出る
ことになっている。こうしてみると，きわめて能力主義的な賃金制度とい
うことができるのであるが，何分にも本年５月に実施された制度であるた
め，その結果は今の所まったく分からない。しかし，当社の賃金管理がす
でに，かなりの程度，能力主義的であることは，第８表及び第３図の語る
とおりであり，今後はさらに，その傾向が増大するものと思われる。なお，
ここ３年の１人当たり昇給額と昇給率は，平成８年が9,638円, 3.5%, 9
年が8,074円, 3.0%, 10年が8,166円, 3.0%である。賞与は平成８年から
10年にかけて，すべて夏2.0ヵ月，冬2.8ヵ月である。一時金及び年金の支
給乗率は，第９表及び第10表に示されている。
　当社の就業時間は事務部門が９時から６時，生産部門が８時30分より５
時30分，Ｇ工場が８時より５時までであり，途中１時間の休憩がある。製
版部においては，単能機が使用され，作業日程が決められているため，し
ばしば残業が生じる。
　ＺＤ運動が発足した当時は順調な滑り出しとなり，それ相応の効果をも
たらしたが，その後は運動が沈滞化した点については，前著で詳述したと
おりである。しかし，近年においては, ZRQ運動と名称を変更し，その
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成果を期待すべく，経営陣が努力を傾注した。グループ数も38から49へと
増大し，各グループには，「天気けいさん」「わすれな草」「がまん，がま
ん」「蜻蛉」といった愛称をすべてつけ，親近感の培養にっとめた。ZR
Ｑ運動は半年に１度，研究発表をすることにしているが，件数は，かなり
多く，特許をとったものもあった。不良品は依然として発生しているが，
機械の入れ替え頻度が高くなるにともない，従業員もそれに慣れ，事故は
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減少しているとのことである。
　福利厚生についていえば，がっては，熱海の保養所は不評という意見が
あったが，最近は運営も改善され，利用者は増加している如くである。文
化，体育関係のサークルは野球と囲碁がきわめて活発化しているが，他は
沈滞化している。労使関係は良好に運営されており，今後の労務管理上の
課題としては，教育訓練の向上があり，とくに，管理者の研修を重視して
いきたいとのことである。
　5.高度経済成長後期におけるＭ社労務管理の意義
　前著で述べたように，Ｍ社でレコード関係の印刷物が50％をこえたのは，
昭和35年からであり，大部分を占めるに到ったのは43年からであり，その
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理由は美術印刷とジャケット生産の技術がすぐれていたことと，多種少量
生産のため，大企業の参入する余地がなかったことが挙げられる。このた
め，レコード関係の印刷にかんしては，最大手であり，順調な発展を遂げ
てきたのであるが，多くの企業と同様，オイルショックの影響ならびにバ
ブル崩壊の影響は大きなものがあった。
　しかし，レコードに代わるＣＤ，ＬＤ，ＤＶＤといったＡＶ関連の普及
は，当社にとって好都合であった。この種の商品は色彩にとみ，生産に当
って，高度の技術を要し，コンピューターの大幅の導入を必要とさせた。
その結果，前工程を担当する本社工場の作業員は２．３年前から，一目し
て，工場労働者というよりむしろ，コンピューター技術者の感を抱かせる
存在に変わった。
　そして，それがため今後，需要が急増すると思われるＣＤ－ＲＯＭ等の
マルティメディア関連への進出は充分に期待され，企業の未来には，洋々
たるものがみられる。
　また，47年にＳ県Ｇ市に広大な敷地をもつ工場を新設したが，ここでは，
印刷及び加工という後工程を担当し，印刷機のスピードは倍速化したもの
の，職務の内容は高度経済成長後期をそのまま，継承している。このよう
に，等しく作業員といっても，両工場では，基本的に，職務内容を異にし，
場所も離れているが，交通上の不便はほとんどなく，連絡がとり易い。し
かも，Ｇ工場は労働力の潤沢な地域であるため，採用管理が容易である。
　以上のようにみていくと，当社の明るい未来は，高度経済成長期に，レ
コード関連の印刷に尽力した点と，Ｇ市に工場を新設した点に基づくとこ
ろが大きかった。今後の発展にとっては，マルティメディア関連への進出
に伴う営業部門の活躍に期待する面が，きわめて大きい。
　6.おわりに
　はじめに述べたように，かつては，「日本的経営」の中核と考えられて
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いた終身雇用慣行も崩壊の兆しをみせている。また，これにともない，労
務管理の理念も年功主義から能力主義に移ろうとしている。そして，従業
員の多くは企業の動揺により，労働意欲を低下させている。
　こうした傾向は高度経済成長後期に順調な発展を示した上層中小企業，
Ａ，Ｍ両社においては，どのようにみられるであろうか。この時期に企業
が発展し続けた理由の第１は製品の優秀性にあった。そのため，製品がす
べて受注による物であったにもかかわらず，納入先から買いたたかれるこ
ともなく，企業の未来に暗雲はみられなかった。
　しかし，両社ともオイルショックならびに，バブル崩壊の影響はきびし
く，どちらかの時期に，希望退職者の募集を迫られ，人員を削減した。Ｍ
社はオイルショックの時期であったが，近年においては，順調な経営活動
を展開し，未来には明るい兆しがみえている。これに対してＡ社はオイル
ショックはどうにか切り抜けてきたが，近年は人員削減を実施せざるをえ
ない状況に，追い込まれた。この違いは，あきらかに，製品の性格ならび
に受注先の違いに依存している。
　要するに，Ｍ社はかつてレコードのジャケットが主要製品であり，その
特殊技術が一層の発展を示し，このため，今後，需要が急速にのびると思
われるマルティメディア関連への進出には大きな期待がかけられ，明るい
が展望がみられる。また，その故に労働条件も相対的に恵まれているが，
これらはすべて，高度経済成長期の遺産なのである。また能力主義管理も
かなり進展しているが，これまた同時期の遺産なのである。なお，印刷の
前工程においては，自己の能力を発揮する場が多く，労働意欲減退の兆候
はみられない。
　これに対して，Ａ社は製品の大部分が歯車であり，一貫生産システムを
導入している優良企業であり，これを可能にしたのは，高度経済成長期に
おける企業側の努力と決断であった。すなわち，労使協議会の設立，新鋭
機械設備の導入，交代制勤務の実施であり，これが功を奏し，大幅の成長
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をもたらした。この点は現在においても重要な遺産となっているのだが，
当社には別の遺産もみられる。それは１つは，自社製品が少なく，製品の
大部分が，２つの大企業に納入されていたことであり，きびしい不況下に
ある現在，受注額が激減し，がっては，相対的に高賃金であったが，今は
その面影はない。もう１つは，高度経済成長期に能力主義的賃金管理の必
要性を，充分に認識していたにもかかわらず，その実現をみぬまま，今日
に到つていることである。従業員の労働意欲は若年層にかんしては，やや
沈滞気味の感がある。しかし何分にも製品の質が優れているため，能力主
義管理を浸透させ，自社製品を開発し，納入先の開拓に努めていけば，ふ
たたび，企業が発展する可能性は充分あるものと思われる。しかし，長期
にわたる慣行を崩し，経営方針を改めるためには大きな努力が求められる
であろう。
　　本橋は成城大学教員特別研究助成による研究成果の一部である。
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